












◆課税の特例
（主として住宅及び住宅用土地の取得についてのもの）

区分 要　　　　　　　　　　　　　　件 控除または減額の額

住
宅
の
課
税
標
準
の
特
例

①
新（
増･

改
）築
住
宅

次の要件に該当する住宅を建築により取得した場合
○ 住宅部分（※）の床面積が50㎡（戸建住宅以外の貸家住宅にあっては　
40㎡）以上240㎡以下のもの

　（※ ）住宅用の車庫、物置等も含みます。また、増改築の場合は既存 
部分とあわせた部分になります。

左の要件を満たす場合、家屋の価格から1戸につき
1,200万円（※）が控除されます。
○価格が1,200万円未満である場合はその額が限度です。
○ 一戸建て以外の住宅については、独立した区画ご
とに控除されます。

※  「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」の施行日（平成21
年6月4日）以後、同法に規定された「長期優良住宅」として認
定を受け、特例適用要件を満たす住宅を平成28年3月31日ま
でに新築により取得した場合は1,300万円となります。

②
中
古
住
宅

次のすべての要件に該当する中古住宅を個人が取得した場合
1　個人が自己の居住用として取得したもの。
2　床面積が50㎡以上240㎡以下のもの。
3　次のいずれかの要件に該当するもの
　　⑴昭和57年1月1日以後に新築されたもの
　　⑵ 昭和56年12月31日以前に新築された家屋のうち、取得した日前2

年以内に建築士等が行う耐震診断によって、新耐震基準に適合して
いることの証明がされているもの。

（※） 　平成26年4月1日以降に耐震基準に適合していない中古住宅を取得
し、取得した日から6月以内に、耐震改修を行い、耐震基準に適合し
ていることの証明を受け、取得した個人が自ら居住した場合について
の軽減措置があります。

新築された時期に応じ家屋の価格から次の額が控除されます。

新築された日 控除額

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日 （※）100万円

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日 （※）150万円

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日 （※）230万円

昭和51年1月1日～昭和56年  6月30日 （※）350万円

昭和56年7月1日～昭和60年  6月30日 （※）420万円

昭和60年7月1日～平成元年3月31日 450万円

平成元年  4月1日～平成9年 3月31日 1,000万円

平成9年4月1日以後 1,200万円
（※）左の3⑵の要件をご確認ください。

住
宅
用
の
土
地
の
減
額

③
新
築
住
宅
用
土
地

上記①の新築住宅の土地を取得した場合で、次の要件に該当するとき
❶ 土地を取得した日から3年以内（※）に、その土地の上に住宅が新築され
たときで、次の㋐または㋑に該当する場合。

　㋐ 土地を取得した者が、その土地を住宅の新築の時まで引き続き所有し
ているとき。

　㋑ 土地を取得した者が、土地を譲渡し、当該土地の譲受人が住宅を新築
したとき。

　 （※）平成28年3月31日までの土地の取得に限る。

❷土地を取得した日前1年以内に、その土地の上に住宅を新築していたとき。

取得した土地の税額から、次のいずれか多い方の
額が減額されます。
○45,000円
○土地1㎡当たりの価格（備考３）×
　住宅の床面積の2倍（一戸につき200㎡が限度）
　×3/100

④
　（
土
地
付
建
売
住
宅
）

　 
新
築（
未
使
用
）住
宅
用
土
地

自己居住用

自己居住用の土地付新築未使用住宅（上記①に該当する住宅で、
平成10年4月1日以降に新築されたものに限る。）を取得したとき。
○土地と住宅の取得時期が異なるときは、土地を取得した日か
ら1年以内に、その土地の上にある住宅を取得したとき、又は、
土地を取得した日前1年以内に、その土地の上にある住宅を取
得していたとき。

自己居住用
以　　　外

自己居住用以外の土地付新築未使用住宅（上記①に該当する住宅）
を新築後1年以内に取得したとき。

⑤
中
古
住
宅
用
土
地

上記②（（※）の場合を除く）の中古住宅の敷地を取得した場合で、次の
要件に該当するとき。
○住宅の取得が土地を取得した日から1年以内のとき。
○住宅の取得が土地を取得した日前1年以内のとき。

備考　1 　その他公共事業のために不動産を収用されまたは譲渡し、それに代わるものと認められる不動産をその収用等の日から２年以内に 
取得した場合などについても、課税の特例があります。

　　　2 　上記の課税の特例の適用を受けるためには、事実を証する書類を添えて特例適用の申告書を地方振興局県税部に提出しなければな 
りません。なお、住宅用の土地の減額について、あわせて減額申請書を提出することが必要です。また、上記③～⑤のうち③の❶を 
除き住宅と住宅用土地の取得者が異なる場合には、この軽減措置は適用されません。

　　　3 　宅地評価土地の場合は、その価格に２分の１を乗じた後の１㎡当たりの価格です。
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　この税金は、自動車という財産の所有に対して課税される財産税の
一種ですが、道路を使用することに対しての整備費や教育・産業の振
興などのために使われています。

◆納める人
　　県内に主たる定置場のある自動車の所有者（割賦販売等で売主（ディーラー等）が自動車の所有権を留保して
いる場合は、買主が所有者とみなされます。）

◆納める額
　 　自動車の種類、用途、排気量などによって年税額（4月～翌年3月の1年間）で定
められており、主なものは下表のとおりです。
　 　なお、自動車税は、4月1日（賦課期日）現在の所有者に課税されますが、年度の
中途で廃車や新規登録をした場合は、次のとおり月割りの税額になります。
　○4月1日後に廃車をした場合……4月から廃車をした月までの分
　○新 規 登 録 を し た 場 合……新規登録をした月の翌月から3月までの分

◆申告と納税
1　申　 告　　 　自動車を購入・廃車・登録事項の変更などをしたときは、そのつど、登録するときに自動車 

税の申告書を提出することになっています。
2　納　 税　　 　県から送付される納税通知書により5月末日（末日が土・日曜日の場合は翌月曜日）までに納

めることになっています。
　 　　　　　　　ただし、4月1日後に新規登録をした場合は申告のときに月割りで納めることになっています。

自動車税自動車税

 　身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳を持っている人のために使用する自
動車で、一定の要件に該当する場合については、申請により自動車税の減免を受けることができます。
 　詳しくは、最寄りの地方振興局県税部にお問い合わせください。

身体障がい者等の減免

◆自動車税年税額一覧表（主なもの）
区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

年　　税　　額
営業用 自家用

乗
　
用
　
車

総排気量　　　　 1ℓ以下 7,500円 29,500円
　 〃　　　　　　1ℓ超～1.5ℓ以下 8,500円 34,500円
　 〃　　　　　　1.5ℓ超～2ℓ以下 9,500円 39,500円
　 〃　　　　　　2ℓ超～2.5ℓ以下 13,800円 45,000円
　 〃　　　　　　2.5ℓ超～3ℓ以下 15,700円 51,000円
　 〃　　　　　　3ℓ超～3.5ℓ以下 17,900円 58,000円
　 〃　　　　　　3.5ℓ超～4ℓ以下 20,500円 66,500円
　 〃　　　　　　4ℓ超～4.5ℓ以下 23,600円 76,500円
　 〃　　　　　　4.5ℓ超～6ℓ以下 27,200円 88,000円
　 〃　　　　　　6ℓ超 40,700円 111,000円

ト
　
ラ
　
ッ
　
ク

最大積載量　　　 1トン以下 6,500円 8,000円
　 〃　　　　　　1トン超～2トン以下 9,000円 11,500円
　 〃　　　　　　2トン超～3トン以下 12,000円 16,000円
　 〃　　　　　　3トン超～4トン以下 15,000円 20,500円
　 〃　　　　　　4トン超～5トン以下 18,500円 25,500円
　 〃　　　　　　5トン超～6トン以下 22,000円 30,000円
　 〃　　　　　　6トン超～7トン以下 25,500円 35,000円
　 〃　　　　　　7トン超～8トン以下 29,500円 40,500円

　 〃　　　　　　8トン超
29,500円に8トンを超える
1トンまでごとに4,700円を
加算した額

40,500円に8トンを超える
1トンまでごとに6,300円を
加算した額

最大乗車定員が4人以上であるもの
（貨客兼用車）

最大積載量１トン以下で総排気量1ℓ以下 10,200円 13,200円
　　　　　　　〃　　　　　　1ℓ超～1.5ℓ以下 11,200円 14,300円
　　　　　　　〃　　　　　　1.5ℓ超 12,800円 16,000円

バ
　
　
ス

一般乗合用 そ　の　他
乗車定員　　　　 30人以下 12,000円 26,500円 33,000円
　 〃　　　　　　30人超～40人以下 14,500円 32,000円 41,000円
　 〃　　　　　　40人超～50人以下 17,500円 38,000円 49,000円
　 〃　　　　　　50人超～60人以下 20,000円 44,000円 57,000円
　 〃　　　　　　60人超～70人以下 22,500円 50,500円 65,500円
　 〃　　　　　　70人超～80人以下 25,500円 57,000円 74,000円
　 〃　　　　　　80人超 29,000円 64,000円 83,000円

車を売買したとき、車の使用をやめたとき、住所を変更したときなどは、管轄の運輸支局で登録変更等の手続き
をしましょう。手続きを忘れますと、使用していない車に税金が課されるなどのトラブルの原因ともなります。

※ 自動車税はコンビニエンスストアでも納付できます。コンビニエンスストアについては、P24をご覧ください。
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　納税通知書の右には、自動車の継続検査・構造等変更検査（車検）用の納税証明書がついています。
　この納税証明書は、みなさんが銀行や郵便局などの窓口で税金を払い込み、領収印が押されると効力が発生す
るようになっています。
　車検を受けるときは、この納税証明書が必要ですから、車検証とあわせて保管しておいてください。

自動車税
Q&A

　自動車が増えるにつれて、自動車税をめぐるトラブルが多く発生しています。
　次のようなことに注意して、快適なドライブをしましょう。

Ｑ　手放した自動車の納税通知書が届いたのですが、どうしてでしょうか。
Ａ 　自動車税は4月1日現在の登録名義人である所有者に課税されますので、移転の登録や抹消の登録が行われていな
いと、もとの所有者に課税されます。自動車を下取りに出したり、他人に譲ったときには、必ず移転又は抹消の手続
きをしましょう。

Ｑ　車検切れで使用していない自動車にも自動車税が課税されるのでしょうか。
Ａ 　車検切れの自動車であっても、自動車としての機能を失っていない限り自動車税が課税されます。壊れて動かなく
なったり、使用しなくなった車は運輸支局で抹消の手続きをしましょう。抹消の手続きをすれば、翌月から課税され
なくなります。すでに年税額を納めている場合には、抹消した翌月以降の税金は返ってきます。
Ｑ 　住所が変わって、住民票は移したのに納税通知書が来ませんが、どうしてでしょうか。
Ａ 　自動車税の納税通知書は運輸支局に登録されている住所に送っています。住所が変わったときには、必ず運輸支局で変
更登録の手続きをしましょう。なお、その際に住所の表記は詳しく正確にお願いします。

　環境に優しい自動車の開発や普及を促すため、平成14年度から自動車税のグリーン化税制が実施されておりま
す。このため、環境負荷の大きい自動車は税率が加重され、環境負荷の小さい自動車は税率が軽減されることに
なります。

　NPO法人等が所有し、専ら「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援
法）」に規定する事業のために使用する自動車で一定の要件を満たした場合、自動車税が減免されます。

自動車税のグリーン化税制（環境配慮型税制）

NPO法人等の減免（平成26年度～）

◆税率が高くなる自動車
　　次の自動車については、通常の税率より概ね15％自動車税が加重されます。

◆税率が低くなる自動車
　 　平成26年度に新車新規登録された、排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は、登録
の翌年度１年間に限り税率が軽減されます。

初年度登録の時期 適用期間

ディーゼル車
平成15年３月以前 重課税率適用済み

平成15年４月～平成16年３月 平成27年度課税分から

ガソリン車・ＬＰＧ車
平成13年３月以前 重課税率適用済み

平成13年４月～平成14年３月 平成27年度課税分から

※ 電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ガソリンハイブリッド自動車、一般乗合用バス及び被けん引車については、加重されません。

対 象 と な る 自 動 車 税　　率
電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーンディーゼル車及び一定の排出ガス性能を備えた
天然ガス自動車

概ね75％軽減

平成17年排出ガス
基準75％低減達成

平成27年度燃費基準 ＋ 20％以上達成車
（平成32年度燃費基準達成車）

平成27年度燃費基準 ＋ 20％達成車
（平成32年度燃費基準未達成車）

概ね50％軽減

平成27年度燃費基準 ＋ 10％達成車

 ※ 平成22年度燃費基準については、JC08モード燃費値を算出していない自動車の場合に限り適用されます。
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　この税金は、道路等の行政サービスから得る利益に着目するととも
に、環境への配慮の必要から、自動車の取得に対して課税されるもの
です。

自動車取得税自動車取得税

自動車には、
次のような税金
がかかっています。

＊なお、このほか購入時等に消費税（国税）及び地方消費税（県税）がかかります。

購入

保有

使用

自 動 車 取 得 税（県税）

自 動 車 税 （県税）

軽 自 動 車 税 （市町村税）

自 動 車 重 量 税 （国税）

揮 発 油 税  （国税）

地方揮発油税 （国税）

石油ガス税 （国税）

軽油引取税 （県税）

ガソリン
消　　費

LPG消費

軽油消費

身体障がい者等の減免

◆納める人
　　自動車（特殊自動車・二輪車を除きます。）を取得した者（割賦販売等で売主（ディーラー等）が自動車の所
　有権を留保している場合は、買主が取得者とみなされます。）
◆納める額
　　自動車の取得価額の……3／100（営業用自動車と軽自動車は2／100）
　　（※）自動車の取得価額には、自動車を取得する際にエアコン、カーナビ等の取付用品（付加物）を併せて取得した場合には、その価額も含まれます。
◆免税・非課税
　　次の取得に対しては課税されません。
　⑴　取得価額が50万円以下の自動車の取得
　⑵　相続による取得
　⑶　法人の合併または一定の分割による取得
　⑷　所有権留保付で売買された自動車で、代金完済などにより、所有権が買主へ移転した場合の取得
　⑸　自動車販売業者からの取得のうち自動車の性能が良好でないことなどの理由で取得の日から1か月以内にそ
　　の自動車販売業者に返還した場合
エコカー減税等（主なもの） 〈平成27年度〉

軽減措置等対象車 排出ガス要件 燃費要件 措　置　内　容
新車の取得 中古車の取得

電 気 自 動 車 － －

非課税 取得価額から
45万円控除

プラグインハイブリッド自動車 － －

天 然 ガ ス 自 動 車 ポスト新長期規制から
Nox10％低減 －

クリーンディーゼル乗用車 ポスト新長期規制適合 －

ガソリンハイブリット乗用車
ガ ソ リ ン 乗 用 車

平成17年度排出ガス
基準75％低減達成

平成32年度燃費基準＋20％達成 非課税 取得価額から
45万円控除平成22年度燃費基準＋80％達成 －

平成32年度燃費基準＋10％達成 税率を80％軽減 取得価額から
35万円控除平成22年度燃費基準＋65％達成 －

平成32年度燃費基準達成 税率を60％軽減 取得価額から
25万円控除平成22年度燃費基準＋50％達成 －

平成27年度燃費基準＋10％達成 税率を40％軽減 取得価額から
15万円控除平成22年度燃費基準＋38％達成 －

平成27年度燃費基準＋5％達成 税率を20％軽減 取得価額から
5万円控除平成22年度燃費基準＋32％達成 －

◆申告と納税
　　次に掲げる日までに申告し、納めることになっています。
　○新規登録または使用の届出をすべき自動車を取得した場合……その登録または届出のとき
　○移転登録をすべき自動車を取得した場合……その登録をすべき事由があった日から15日以内（その日前に移
　　転登録があった場合は、その登録のとき）
　○その他の自動車を取得した場合……取得の日から15日以内
　　（注）　申告を代理人等に委託したときは、必ずその控えを受け取り、内容をよく確認してください。
◆市町村への交付
　 　県に納付された自動車取得税の66.5／100の金額は、管理する市町村道の延長及び面積に応じ、県内の市町
村に交付されます。

　自動車税と同様に、一定の要件に
該当する身体障がい者などの足がわ
りとして使用する自動車や構造変更
をした自動車の取得については、登
録の際に申請すると自動車取得税が
減免されます。
　詳しくは、最寄りの地方振興局県税
部にお問い合わせください。

6
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A県
製造業者

売上げ
50,000円

B県
卸売業者

福島県

A県 B県
福島県

小売業者 消費者

（A）消費税（6.3％）
　　3,150円

地方消費税（1.7％）
　　850円

売上げ
70,000円

（B）消費税（6.3％）
　   4,410円

地方消費税（1.7％）
　　1,190円

売上げ
100,000円

（C）消費税（6.3％）
　   6,300円

地方消費税（1.7％）
　　1,700円

3,150円（A）
850円（（A）×17／63）

A 県内の税務署 B 県内の税務署 福島県内の税務署

1,260円（B）－（A）＝（D）
340円（（D）×17／63）

1,890円（C）－（B）＝（E）
510円（（E）×17／63）

消費税収〈国〉
合計 6,300円

福島県の地方消費税収入
合計1,700円

850円

850円

340円 510円

340円

　この税金は、地下の埋蔵鉱物を採掘するという権利（鉱業権）を与え
られていることに対する負担として課税されるものです。鉱区税鉱区税

　本来は市町村税ですが、ダムや大工場など一定限度以上の大規模施設
等の償却資産に対して県が課税するものです。

◆納 め る 人　一定限度以上の償却資産の所有者
◆納 め る 額 　償却資産の価格のうち、市町村が課すべき金額を超える部分の金額の…1.4／ 100
◆申告と納税　  1  申告　償却資産の所在地の市町村長に、1月 31日までに申告することになっています。

  2  納税　県から送付される納税通知書により4月、7月、12月及び翌年2月に納めることになっています。

県固定資産税県固定資産税

　この税金は、消費税（国税）と同様に、商品の売上げやサービスの提供な
どに対して課税されるもので、県内で商品の購入などを行う消費者のみな
さんに県や市町村の公共サービスの経費を広く負担していただくものです。

地方消費税地方消費税
◆納める人（消費税と同じです。）

⑴譲渡割……課税資産の譲渡などを行った事業者
⑵貨物割……課税貨物を保税地域から引き取った者
※ 「保税地域」： 関税法により財務大臣が指定し、又は税関長が許可した場所で、空港・港などで外国貨物の積卸し、運搬又は一時蔵置

できる場所のことをいいます。

◆納める額（平成26年4月から税率が引き上げられました）
　　消費税の税額の…………………17／63
　　　備考　消費税（税率6.3％）と地方消費税（消費税6.3％×17／63＝消費税率換算1.7％相当）をあわせると8％の負担率となります。
◆申告と納税
　　当分の間、消費税とあわせて国（税務署・税関）に申告して、納めることになっています。
　　なお、国は、納められた地方消費税額を、税務署や保税地域の所在する都道府県に後日払い込みます。
◆都道府県間の清算
　 　地方消費税は事業者の住所または本社所在地の税務署や保税地域が所在する都道府県に払い込まれることとさ
れています。
　 　このため、消費が実際に行われた（最終消費地の）都道府県の税収となるように、消費に関連した一定の統計
に基づいて、都道府県間で清算を行います。
◆市町村への交付
　　都道府県間の清算を行ったあと、その額の1/2の金額は、県内の市町村に交付されます。
地方消費税のしくみ

◆納める人　　県内に鉱区をもっている鉱業権者
◆納める額　　●   砂鉱を目的としない鉱区　試掘鉱区…面積100アールごとに年額200 円

　  採掘鉱区…面積100アールごとに年額400円
　   ただし、石油または可燃性天然ガスを目的とするものは、上記の税率の2／3となります。
　●砂鉱を目的とする鉱区　面積100アールごとに年額200円

◆申告と納税　　  1　申告　納税義務が発生または消滅した日から7日以内に申告することになっています。
　　　　　　　　  2　納税　県から送付される納税通知書により5月31日までに納めることになっています。
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　この税金は、道路等の行政サービスから得る利益に着目するとともに、
環境への配慮の必要から、軽油の引取りに対して課税されるものです。

◆納める人
 　特約業者・元売業者から現実の納入を伴う軽油の引取り（購入）を行った者（特約業者・元売業者が販売代金と
あわせて受け取り、県に納めます。）、または特約業者・元売業者以外で軽油を輸入する者
元売業者とは……軽油の製造業者、輸入業者または販売業者で、総務大臣が元売業者として指定したもの　
特約業者とは…… 元売業者と契約して継続的に軽油の供給を受け、これを販売する業者で、知事が特約業者とし

て指定したもの

◆納める額
　　1キロリットルにつき32,100円（特例税率）
         ※ 　平成22年度税制改正により、ガソリン価格の高騰が続いた場合には、特例税率の適用を停止し、本則税

率（1キロリットルにつき15,000円）とする措置が講じられていましたが、東日本大震災の復旧及び復興
の状況等を勘案し、別に法律で定める日までの間、その適用が停止されています。

◆申告と納税
　 　特約業者・元売業者は軽油の納入地の所在する都道府県に毎月分を翌月末日までに、特約業者・元売業者以外
で軽油を輸入する者は軽油を輸入するときまでに申告して、納税します。

◆課税免除（免税軽油）
　 　石油化学製品製造業をはじめ船舶、鉄道、農業及び林業など、法令で定める特定の事業を営む者が同法令で定め
る特定の用途に軽油を使用する場合は、一定の手続により、課税が免除されます。

         ※　「石油化学製品製造業」以外の用途については、平成30年3月31日までの措置とされています。
　●免税の手続きについて
　　1 　免税になる軽油を使用する人は、あらかじめ地方振興局県税部に申請して免税軽油使用者証の交付を受け

ます。
　　2　免税軽油使用者証を添えて地方振興局県税部に免税証の交付を申請し、免税証の交付を受けます。
　　3 　軽油を購入するときに、指定した販売店に免税証を渡すと、軽油引取税のかからない価格で購入することが

できます。
　　※　なお、免税制度の適正な運営を図るため、免税軽油の引取等に係る報告が必要です。

軽油引取税軽油引取税

 
　 　軽油引取税は、軽油以外の燃料でも、地方税法に規定する「燃料炭化水素油」を自動車の内燃機関の燃料とし
て販売、または消費した場合にも課税されます。
　 　灯油やA重油または軽油に灯油やA重油その他のものを混ぜたものなどを自動車の燃料として販売したり消
費したときには、販売した者や消費した者に対して、その全量について課税されます。
　　なお、灯油やA重油には、正規の軽油と区別するためにあらかじめ識別剤が添加されています。

軽油は県内でお買い求めください。
　　軽油引取税は軽油の納入地の所在する都道府県の収入となります。

軽油以外の燃料に対する課税

★ 不正軽油に関する罰則が大幅に強化されました ★
　不正軽油の製造や販売が疑われる情報がありましたら、
県庁税務課（TEL 024-521-7205、FAX 024-521-7905、メールアドレス zeimu@pref.fukushima.lg.jp）、
または最寄りの地方振興局県税部までご連絡ください。情報は守秘しますので、ご安心ください。
●パソコンからの情報提供も受け付けています。
福島県軽油引取税 検　索検　索
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この税金は、ゴルフ場を利用したときに課税されるものです。

◆納める人
　 　ゴルフ場を利用した者（ゴルフ場の経営者が、利用した者から料金とあ
わせて受け取り、県に納めます。）

◆納める額
　 　ゴルフ場の等級に応じ、利用者１人１日につき、右表の額となります。
　 　等級は、ゴルフ場の規模と利用料金を基準として定めています。
◆申告と納税
　 　ゴルフ場の経営者が、毎月分を翌月の末日までに申告して、納税する
ことになっています。

◆非　課　税
　　次のゴルフ場の利用については、ゴルフ場利用税が課税されません。
　　ただし、非課税利用申込書をゴルフ場に提出するとともに、⑴は免許証・障害者手帳等を提示し、⑵⑶は県知事
　または学校長等の証明書を提出することになります。
　⑴　18歳未満の者、70歳以上の者または障がい者の利用
　⑵　国民体育大会のゴルフ競技に参加する選手の当該ゴルフ競技としての利用
　⑶　学生、生徒もしくは児童またはこれらの者を引率する教員の学校の教育活動としての利用

◆市町村への交付
　 　県に納入されたゴルフ場利用税の10分の７相当の金額は、ゴルフ場の所在する市町村に交付されます。

ゴルフ場利用税ゴルフ場利用税
等　　級 １人１日につ き
　１　級 1,200円
　２　級 1,100円
　３　級 1,000円
　４　級 900円
　５　級 800円
　６　級 700円
　７　級 650円
　８　級 550円
　９　級 500円
１０　級 400円
１１　級 350円

　この税金は、たばこの消費に対して課税される税金で、みなさんが
たばこを購入するときにその代金の中に含まれているものです。県たばこ税県たばこ税

　たばこ１箱には
これだけの税金が
かかります。

◆納める人 　 製造たばこの製造者（日本たばこ産業株式会社）、特定販売業者（輸入業者）及び卸売販売業者
◆納める額　 （Ｈ25.4.1 から）

旧3級品以外の製造たばこ 1,000本につき 860円
旧3級品の紙巻たばこ 1,000本につき 411円

※「旧3級品の紙巻たばこ」とは、エコー、わかば、しんせい、ゴールデンバット、バイオレット、ウルマの6銘柄です。

◆申告と納税
　　毎月の売渡し分を翌月末日までに申告して、納税することになっています。

◆ そ   の   他
　 　国と市町村にも同じように一定の金額がたばこ税として納められます
が、たばこ税は、たばこを売った販売店の所在する県や市町村の収入と
なります。
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たばこ特別税  16円40銭  3.8%

市町村たばこ税
　 105円24銭

県たばこ税
　17円20銭

24.5%

4.0%

たばこ税（国税）
　　106円04銭

消費税
 25円08銭 5.8%

地方消費税
　6円77銭 1.6%

24.7%
原材料費等
　153円27銭

35.6%

たばこ1箱（20本入、430円）

例示（平成26.4.1～）

20本入り定価430円のたばこ1箱の中には、
約277円の税金が含まれています。
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産業廃棄物税産業廃棄物税

◆納める人　狩猟者の登録を受ける者
◆納める額

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 計
第1種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、県民税の所得割を納める必要のある者及
びその者と生計を一にする控除対象配偶者及び扶養親族（農業等に従事する者を除く） 16,500円
第1種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、上記以外の者（軽減税率適用者※1） 11,000円
網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、県民税の所得割を納める必要の
ある者及びその者と生計を一にする控除対象配偶者及び扶養親族
（農業等に従事する者を除く）

8,200円

網猟免許又はわな猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者で、上記以外の者（軽減税率適用者※1） 5,500円
第2種銃猟免許に係る狩猟者の登録を受ける者 5,500円

（注）※1　軽減税率適用者とは、都道府県民税の所得割を納付することを要しないもののうち一部の者をいう。
　　　※2 　平成27年4月1日から平成31年3月31日までに受ける狩猟者の登録で、次のいずれかに該当するものの税

率は「非課税」または上記税率の「2分の1」となります。
　　　　　⑴　「対象鳥獣捕獲員」に係る狩猟者の登録 ……………………………………「非課税」
　　　　　⑵ 　「認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者」に係る狩猟者の登録 ……………「非課税」
　　　　　⑶ 　狩猟者登録を申請する前1年以内に、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第９条第１項

の許可を受けて、当該許可に係る鳥獣捕獲を行った者及び当該許可者に従事した者の場合
　　　　　　「許可鳥獣捕獲員」に係る狩猟者の登録………………………………………上記税率の「2分の1」
　　　　　　「従事鳥獣捕獲員」に係る狩猟者の登録………………………………………上記税率の「2分の1」

◆納　　　税
   狩猟者の登録を受けるときに、狩猟者登録申請書に税額に相当する県の証紙を貼って、納めることになっています。

　この税金は、狩猟者の登録を受けることによって狩猟のできる資格
を得ることに対して課税されるもので、鳥獣の保護及び狩猟行政の費
用に充てられるものです。

狩猟税狩猟税

　この税金は、循環型社会の形成に向け、産業廃棄物の排出の抑制、再
生利用等による産業廃棄物の減量その他その適正な処理の促進に関する
施策の実施に要する費用の一部に充てられる法定外目的税です。

◆納 め る 人　 産業廃棄物を排出した事業者
　　　　　　　　　 （埋立処分を委託された最終処分者が、処理料金とあわせて受け取り、県に納めます。なお、

産業廃棄物を自ら埋立処分する場合は、自ら県に納めます。）
◆納 め る 額　最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量1トンにつき1,000円　
◆申告と納税　 1～3月、4～6月、7～9月、10～12月の期間ごとの産業廃棄物税について、それぞれの

期間の翌月末まで、申告して納税することになっています。　
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　県に代わって経営者等が税金を受け取り、納税します。

　県から納税者に納税通知書が送付され、その納税通知書により納税します。

　県に代わって経営者等が税金を受け取り、納める税金を申告のうえ、納税します。

　納税者が納める税金を申告のうえ、納税します。

　県が発行する証紙を購入し、証紙で税金を納税します。

特別徴収

普通徴収

申告納入

申告納付

証紙徴収

税　　　目 申　　　　　　　　　　　　　　　告 納　　　　　　　　税

個 人 県 民 税

給与所得者については、給与支払者が給与支払報告書を
１月末日

６月から翌年５月まで毎月徴収
して翌月10日

給与支払者が特
別徴収して納入

給与所得者以外の者は３月15日 ６月・８月・10月・翌年１月
市町村によって異なる場合があります 普通徴収

法 人 県 民 税 事業年度が終了した日の翌日から原則として２か月以内 申告と同じ 申告納付

県 民 税 利 子 割 毎月分を翌月10日 　〃 申告納入

県 民 税 配 当 割 配当等を支払った翌月10日 　〃 〃

県 民 税 株 式 等
譲 渡 所 得 割 １年分を翌年１月10日 　〃 〃

個 人 事 業 税 ３月15日 ８月及び11月
（12月及び3月 ※12ページ参照） 普通徴収

法 人 事 業 税 事業年度が終了した日の翌日から原則として２か月以内 申告と同じ 申告納付

不 動 産 取 得 税 取得した日から60日以内 納税通知書で定める日 普通徴収

自 動 車 税 取得・消滅または変更のつど
５月 普通徴収

新規登録のとき 証紙徴収

自 動 車 取 得 税 登録・新規検査及び届出のとき 申告と同じ 申告納付
（証紙徴収）

鉱 区 税 納税義務の発生または消滅の日から７日以内 ５月 普通徴収

固 定 資 産 税 １月31日 ４月・７月・12月・翌年２月 〃

地 方 消 費 税
譲渡割― 事業年度が終了した日の翌日から原則として２か月以内 

なお、個人の場合は翌年の３月末日まで〔消費税と併せて〕 申告と同じ
申告納付

貨物割―課税貨物を保税地域から引取るとき〔消費税と併せて〕 　〃

軽 油 引 取 税 毎月分を翌月末日
（特約業者・元売業者以外で軽油を輸入する者は、輸入のときまで） 　〃　　　 申告納入（付）

ゴルフ場利用税 毎月分を翌月末日 　〃 申告納入

県 た ば こ 税 毎月分を翌月末日 　〃 申告納付

狩 　 猟 　 税 狩猟者の登録を受けるとき 　〃　　　 証紙徴収

産 業 廃 棄 物 税 ３か月分を翌月（１月・４月・７月・10月）末日 　〃 申告納入（付）

県税の申告と納税　　
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全国の支店（指定金融機関） 東邦銀行 

県内の全支店
（収納代理金融機関）

みずほ銀行、常陽銀行、秋田銀行、七十七銀行、第四銀行、足利銀行、
山形銀行、荘内銀行、福島銀行、大東銀行、　きらやか銀行、北日本銀行
商工組合中央金庫、県内各信用金庫、県内各信用組合
県内各農業協同組合、福島県信用漁業協同組合連合会
東北労働金庫、農林中央金庫

福島県、青森県、岩手県、宮城県、
秋田県及び山形県の全支店 ゆうちょ銀行、郵便局

地方振興局県税部 福島県の各地方振興局県税部

※　上記の金融機関以外の銀行からも納められる場合がありますが、手数料を請求されることがあります。   
　事前に金融機関にお問い合わせください。

　　　●自動車税は次のコンビニエンスストアで納めることができます。
　※定期課税分の自動車税（バーコードのついた納税通知書）に限ります。

コンビニエンスストア

エブリワン、くらしハウス、ココストア、コミュニティ・ストア、サークル K、サンクス、
スリーエイト、スリーエフ、生活彩家、セーブオン、セブン - イレブン、デイリー
ヤマザキ、ニューヤマザキデイリーストア、ファミリーマート、ポプラ、ミニストッ
プ、ヤマザキデイリーストアー、ローソン、MMK（マルチメディアキオスク）設置
店（コンビニ以外の店舗を含む。無人端末機は除く。）

納める場所

　　個人事業税については、電話料金や電気料金などと同じように、口座振替による納税制度があります。
　　この制度を利用されますと、納期のつど、わざわざ金融機関に出かけて納税する必要はなく、預金口座から自
　動的に納税されますので大変便利です。ぜひご利用ください。
　 　この制度を利用される方は、口座振替依頼書を取引きされている金融機関（福島県内に限る。）で確認を受け
た後に地方振興局県税部へ提出してください。
　・取扱金融機関
　　銀行、信用金庫、信用組合、農業協同組合
　　など（郵便局（ゆうちょ銀行）を除きます。）
　・利用できる預金
　　当座預金、普通預金、納税準備預金

金融機関 地方振興局

①口座振替依頼書 ②納税通知書

⑤納付済通知書
④振替済通知

③振替依頼

口座振替による納税

　　納税に当たっては、日頃から計画的に納税資金を準備しておくことが必要です。
　　しかし、自分一人だけで資金の準備を長く続けるのは、なかなか実行しにくいことです。そこで、納税のため
　の貯蓄をしようとする人々が集まって、自主的に組織した団体が納税貯蓄組合です。まだ組合に加入されていな
　い方には、地域の納税貯蓄組合への加入をおすすめします。
　　なお、納税貯蓄組合に加入されている方などには、次のような特典があります。
　●組合の業務に関係する書類などには、印紙税が課税されません。
　●納税貯蓄組合預金の利子については、所得税が課税されません。

納税貯蓄組合

　県では、地方税電子申告システム（eLTAX：エルタックス）を利用したインターネットによる法人県民税、法
人事業税及び地方法人特別税の電子申告を受け付けています。インターネットでオフィスや自宅から簡単に申告で
きますので、ぜひご利用ください。

◆利用準備の手順
　⑴　利用のためには、予め電子証明書の取得をしておく（税理士関与の申告の場合は不要です）
　⑵　eLTAXのホームページで利用届けを行い、利用者 IDを受け取る
　⑶　電子申告のための専用ソフトをダウンロードする
　　※ eLTAXについての詳細は、eLTAXのホームページ（http://www.eltax.jp）をご覧ください。
　（参考）e-Tax の概要
　           国税については、eLTAXと同様の電子申告に加えて、電子納税、申請・届出等ができます。
　           利用準備の手順などについては、e-Tax のホームページ（http://www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

電子申告
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◆更正の請求
　法人県民税・県民税利子割・県民税配当割・県民税株式等譲渡所得割・法人事業税・自動車取得税・核燃料
税・軽油引取税・ゴルフ場利用税・産業廃棄物税・県たばこ税の申告書を提出した後に、税額が過大であったこ
と等を発見したときは、法定納期限から5年以内※（特定のときは、その理由が生じた日の翌日から起算して2か
月以内）に限り更正の請求をすることができます。
　なお、法人県民税及び法人事業税については特例があります。
（注）※ 平成23年12月2日より前に法定納期限が到来した地方税の場合は、法定納期限から１年以内に限り更

正の請求をすることができます。　　

◆県税に対する不服の申立て
　県税の課税・徴収の処分などについて不服があると
きには、その処分のあったことを知った日の翌日から
起算して原則として60日以内に、知事に対して「審査
請求」をすることができます。審査請求は、所管の地
方振興局を経由されるのが便利です。

処分のあったこと
を知った日の翌日
から60日以内に

裁決書の謄本が
送付されます。

地方振興局

県　　庁
知事に審査請求
をします。

60
日以
内

60日以内

地方振興局を経由
されるのが便利です。

　 　税金は納期限までに納めなければなりませんが、納税者が災害により被害を受けたときなどには、被害の程度
に応じ、徴収の猶予・減免などが認められます。

◆徴収の猶予
　　次の理由により税金を一時に納付（納入）することができないと認められる場合には、徴収が猶予されます。
　　なお、猶予される金額が50万円を超えるときは、原則として担保が必要です。
　　猶予される期間は、1年以内（事情により最長2年まで）です。
　1　財産が災害（震災・風水害・火災など）または盗難にあったとき。
　2　本人や生活をともにする親族が病気または負傷をしたとき。
　3　事業を廃業または休業したとき。
　4　事業に大きな損失を受けたとき。

◆県税の減免（主なもの）
　　次の県税については、それぞれの理由に該当する場合には、減額または免除されることがあります。
　1　個人県民税　　市町村民税が減免されたとき。
　2　個人事業税
　　⑴　災害により事業用資産に被害を受けたとき。
　　⑵　生活保護法の規定による生活扶助を受けているとき。
　3　不動産取得税
　　⑴　災害により不動産に被害を受け、それに代わる不動産を被災後3年以内に取得したとき。
　　⑵　取得した不動産がその取得直後に災害を受け、滅失または損壊したとき。
　4　自動車税　　　
　　⑴　災害により被害を受け、修繕を要したとき。
　　⑵　災害により使用することができない期間があるとき。
　5　自動車取得税　災害により被害を受け、代替自動車を取得したとき。
　　※自動車税・自動車取得税の「身体障がい者等の減免」については、Ｐ16、18をご覧下さい。

県税の救済

徴収の猶予・減免  徴収の猶予、減額及び免除などを受けるためには、申請が必要です。
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　福島県では、財政基盤の脆弱な立上げ期における特定非営利活動法人（以下「NPO法人」といいます。）の財
政・運営面を支援することを目的として、次の県税の課税免除の措置を講じています。

◆法人県民税（均等割）
　収益事業を行わないNPO法人に対しては、法人県民税の均等割が免除されます。
　税法上の収益事業を行う場合、NPO法人の設立の日以後3年以内に終了する事業年度のうち、益金の額が損金
の額を超えない事業年度に限り、当該事業年度に係る法人県民税の均等割が免除されます。

◆不動産取得税
　NPO法人の設立の日以後3年以内に特定非営利活動に係る事業の用に供する不動産を無償で取得した場合、不
動産取得税が免除されます。

◆自動車取得税
　NPO法人の設立の日以後3年以内に特定非営利活動に係る事業の用に供する自動車を無償で取得した場合、自
動車取得税が免除されます。

特定非営利活動法人に係る県税の課税免除

　納税証明書には、一般用納税証明書と自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）があります。
　納税証明書は、各地方振興局県税部で交付しています。

◆一般用納税証明書
　課税（申告）額、納税額、その他一定の事項を証明するものです。
○請求の際に必要なもの
・印鑑（法人の場合は代表者印（実印））
・代理人の場合は委任状
・本人（代理人を含む）であることを証明できる公的身分証明書（運転免許証、健康保険証、パスポート等）
○交付手数料
　１税目１通につき400円（福島県収入証紙）
○使用目的
　入札参加資格申請、建設業許可（変更）申請、県営住宅入居申請、金融機関提出、自動車の抹消・名義変更等

◆自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用）
　この納税証明書は、車検更新時（構造等変更検査）に必要とするものです。
　自動車税納税通知書に添付の納税証明書は、車検更新時に必要になる場合がありますので、車検証と一緒に大切
に保管してください。
　納税証明書を紛失等された場合は、各地方振興局県税部で再交付しています。
※平成27年４月から自動車税納付確認システムが導入され、運輸支局において車検更新時の自動車税の納付確認
を電子的に行えるようになりました。これにより、運輸支局の窓口において、納付確認ができる場合は、自動車税納
税証明書の提示を省略できます。
○請求の際に必要なもの
　〈本人の場合〉
・車検証の原本又は公的身分証明書（運転免許証、健康保険証、パスポート等）
　〈代理人の場合〉
・車検証の原本又は委任状
・代理人の公的身分証明書（運転免許証、健康保険証、パスポート等）※委任状による申請の場合のみ必要
○交付手数料
　無料

納税証明書
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◆延　滞　金
　納期限までに県税を納めないときに徴収されるもので、納期限の翌日から納付の日までの期間に応じて、次
の率により算出されます。

 延滞金の率
⑴　納期限の翌日から1か月を経過する日までの期間……… 年 7.3％（日歩2銭）
　 　平成12年1月1日から平成25年12月31日までは、「各年の前年の11月30日を経過するときの日本銀行
法の規定により定められる商業手形の基準割引率（従来「公定歩合」として掲載されていたもの）＋ 4％の
率」又は「年7.3％」のうち低い方の率となります。 

　 　平成26年1月1日以降は、特例基準割合が年7.3％に満たない場合には、特例基準割合に年1％の割合を加
算した割合となります。（特例基準割合＝短期貸出約定平均金利＋1％）

　　平成27年1月1日から27年12月31日までは年2.8％
⑵　納期限の翌日から1か月を経過した日から納税の日までの期間……年14.6％
　　平成26年1月1日以降は、特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合となります。
　　平成27年1月1日から平成27年12月31日までは年9.1％。

期　　間 納期限の翌日から1月を
経過する日までの期間

納期限の翌日から1月を
経過した日以後の期間

平成11年12月31日まで 7.3％ 14.6％
平成12年1月1日から平成13年12月31日まで 4.5％ 14.6％
平成14年1月1日から平成18年12月31日まで 4.1％ 14.6％
平成19年1月1日から平成19年12月31日まで 4.4％ 14.6％
平成20年1月1日から平成20年12月31日まで 4.7％ 14.6％
平成21年1月1日から平成21年12月31日まで 4.5％ 14.6％
平成22年1月1日から平成25年12月31日まで 4.3％ 14.6％
平成26年1月1日から平成26年12月31日まで 2.9％ 9.2％
平成27年1月1日から平成27年12月31日まで 2.8％ 9.1％

◆加　算　金
 　県民税利子割・県民税配当割・県民税株式等譲渡所得割・法人事業税・自動車取得税・核燃料税・軽油引取
税・ゴルフ場利用税・産業廃棄物税・県たばこ税について、事実より少なく申告をしたり、申告をしなかった
り、また、税を免れようとしたときに徴収されます。
１ 　 過少申告加算金
　 　期限内に申告をした場合で、その申告額が実際より少額なため、後日増額の申告をした場合または増額の更
正を受けた場合に徴収されます。
　納める額 ……………………………………………………………………………………増差税額の10/100
　 　なお、増差税額が期限内申告額と50万円とのいずれか多い金額を超えるときは、その超える部分の税額の
5/100が加算されます。
２　不申告加算金
　　期限内に申告しなかった場合に徴収されます。
　納める額 ……………………………………………………………………………………納める税額の15/100
　なお、納める税額が50万円を超えるときは、その超える部分の税額の5/100が加算されます。
　ただし、更正・決定があるべきことを予知しないで、期限後に申告した場合は、納める税額の5/100となります。
3　重加算金
　故意に税を免れようとしたときに徴収されます。このときには、過少申告加算金・不申告加算金は徴収されません。
　納める額………●期限内に申告をしている場合  ………………………………………増差税額の35/100
　　　　　　　　●期限後に申告をしたり、申告をしなかった場合  …………………納める税額の40/100　

　 　納期限までに県税を納付していただけなかった方には、督促状などを送付して、自主的な納付の催告を行いま
す。地方税法では、督促状を発付した日から起算して10日を経過した日までにその県税が完納されない場合は
差押えをしなければならないとされています。督促状などでも納付していただけない場合は、この法律の規定に
基づき、財産差押えなどの滞納処分を実施します。

　 　滞納処分により差し押さえた財産が不動産や動産、自動車などの場合には、売却代金を税金に充てるため公売
を実施します。公売は、各地方振興局県税部で実施しているほか、より多くの方に参加していただけるようイン
ターネット公売も実施しています。公売における見積価額（最低入札価格）は、公売の特殊性から一般の売買価
格よりも低廉です。安価で買受けることもできますので、是非ご活用ください。

延滞金・加算金

滞納処分

差押財産（物件）の公売
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東日本大震災に関する県税のお知らせ東日本大震災に関する県税のお知らせ
  法人県民税   
　東日本大震災により被災した法人については、一定の要件を満たす場合に申請により法人県民税の額が軽減されます。
　◆　要件
　　 　平成23年３月11日から平成26年３月10日までに終了する各事業年度の損益計算書に計上されている東日
本大震災に係る特別損失額の合計額が、平成23年３月11日の属する事業年度の前事業年度の貸借対照表に計
上されている総資産の帳簿価格の２分の１以上であること。

　◆　減免する額
　　○　法人税割　　税率１％相当額
　　○　均　等　割　　全額

　◆　減免対象事業年度
　　　平成23年３月11日から平成26年３月10日までに終了する各事業年度分

　◆　申請対象法人
　　　個別申請により平成27年3月31日以降、申告・納付の期限延長措置を受けている法人

　◆　申請期限
　　　個別申請により認められた申告期限

　◆　申請手続
　　　申請書及び添付書類を確定申告の申告期限までに管轄の地方振興局県税部へ提出することとなります。

  個人事業税  
　東日本大震災により被災した個人事業者については、一定の要件を満たす場合に申請により個人事業税の額が軽
減されます。

減 免 の 対 象 税 額 の 軽 減 割 合

震災により個人事業主が亡くなられた場合 10分の10

自己の所有する事業用資産について、震
災によりその資産価格の1／2以上の損害
を受けており、かつ、一定の要件により
算出した前年中の所得金額が1,000万円
以下である場合

前年中の所得金額が500万円以下の場合 10分の10

前年中の所得金額が500万円を超え、
750万円以下の場合 10分の5

前年中の所得金額が750万円を超え、
1,000万円以下の場合 10分の2.5

自己の所有する住宅及び家財について、
震災によりその資産価格の3／10以上の 
損害を受けており、かつ、一定の要件に
より算出した前年中の合計所得金額が 
500万円以下である場合

損害金額が資産価格の
1／2以上である場合 10分の5

損害金額が資産価格の
3／10以上、1／2未満である場合 10分の2.5

　　※　複数に該当する場合は、いずれか一つの適用となります。

　◆　減免の対象年度
　　 　平成22年中、または、平成23年中の事業所得に係る個人事業税。すでに、平成22年中、または、平成23年中の
事業所得に係る個人事業税の減免を受けている方は対象になりません。

　　※　震災により個人事業主が亡くなられた場合は、両年とも減免対象となります。

　◆　申請手続
　　 　○申請期限は、納税通知書に記載されている納期限までとなります。
　　※　納付時期が2回に分割されている場合は、最初の納期限までとなります。
　　　○申請には、「個人事業税減免申請書」、「罹災証明書」などが必要となります。
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  不動産取得税  
 家屋を建て替えた場合の特例措置 
　 　東日本大震災により被災した家屋に代わる家屋（以下、「代替家屋」といいます。）及び代替家屋の敷地を新
たに取得した場合、一定の要件を満たしていれば、特例控除により不動産取得税の額が軽減されます。

　◆　特例控除の対象となる方
　　　東日本大震災により滅失・損壊した家屋の所有者及びその敷地の所有者
　　※　相続人や所有者と同居する3親等内の親族なども対象となります。

　◆　特例控除の対象となる不動産
　　　平成33年3月31日までに取得された代替家屋及びその敷地
　　※　罹災証明書における被害区分が「一部損壊」の場合は、特例控除の対象となりません。

　◆　特例控除額の算定方法
  　　【家　屋】　　代替家屋の固定資産評価額　×　　被災した家屋の床面積　                                                　　　　　　　　 　 代替家屋の床面積

  　　【土　地】　　代替家屋の敷地の固定資産評価額　×　　被災した家屋の敷地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替家屋の敷地面積

　◆　提出書類
　　　「罹災証明書」、被災家屋等の「固定資産課税台帳登録事項証明書」などの書類提出が必要となります。

 居住困難区域内にある家屋に代わる家屋を取得した場合の特例措置 
　 　原子力災害により、居住困難区域（帰還困難区域又は居住制限区域をいいます。以下同じ。）内にある家屋に
代わる家屋（以下、「代替家屋」といいます。）及び代替家屋の敷地を新たに取得した場合、一定の要件を満たし
ていれば、特例控除（減免）により不動産取得税の額が軽減されます。

　◆　特例控除（減免）の対象となる方
　 　　原子力災害により居住困難区域に指定された区域にある家屋の所有者及びその敷地の所有者
　 　　※　相続人や所有者と同居する3親等内の親族なども対象となります。

　◆　特例控除（減免）の対象となる不動産
　 　 　平成23年3月11日から居住困難区域の指定が解除された日から2年を経過する日までの間に取得された代
替家屋及びその敷地

　◆　特例控除額の算定方法
  　　【家　屋】　　代替家屋の固定資産評価額　×　　居住困難区域内にある家屋の床面積　                                                　　　　　　　　 　　 　　代替家屋の床面積

  　　【土　地】　　代替家屋の敷地の固定資産評価額　×　   居住困難区域内にある家屋の敷地面積　　                                                　　　                              　 　 代替家屋の敷地面積

　 　※ 　居住困難区域の指定が解除された日から3ヵ月（代替家屋が新築の場合は1年）経過後2年を経過する日ま
での間に取得された場合は、上記により算定された額に税率を乗じた額が減免されます。（福島県内の不動産
に限り減免されます。）

　◆　その他
　 　　特例控除を受けるためには、必要な要件や提出書類があります。
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 避難指示解除準備区域内にある家屋に代わる家屋を取得した場合の減免措置 
　 　原子力災害により、避難指示解除準備区域内にある家屋に代わる家屋（以下、「代替家屋」といいます。）及び代替
家屋の敷地を新たに取得した場合、一定の要件を満たしていれば、申請により不動産取得税の額が軽減されます。

　◆　減免の対象となる方
　　 　原子力災害により避難指示解除準備区域に指定された区域にある家屋の所有者及びその敷地の所有者
　 　※　相続人や、所有者と同居する３親等内の親族なども対象となります。

　◆　減免の対象となる不動産
　　 　平成23年3月11日から避難指示解除準備区域の指定が解除された日から2年を経過する日までの間に取得
された代替家屋及びその敷地

　　※福島県内の不動産に限ります。

　◆　減免となる額の算定方法
　　　【家　屋】            　　　      　避難指示解除準備区域にある家屋の床面積　  　    代替家屋の固定資産評価額 × 　　　　　　代替家屋の床面積　　　　　　　 × 税率    

　　　【土　地】 　　　　　　　　　　　　 
　避難指示解除準備区域にある家屋の敷地面積　

  　    代替家屋の敷地の固定資産評価額 ×                   　代替家屋の敷地面積　　　　　　　 × 税率    

　◆　その他
　　　減免を受けるためには、必要な要件や提出書類があります。
 　 　 

 被災代替農用地に係る特例措置 
　 　東日本大震災や原子力災害により、被害を受けた農用地に代わる農用地を取得した場合にも同様の制度があります。

 取得した不動産が被災した場合の特例措置 
　 　東日本大震災により、取得した不動産が滅失・損壊した場合、一定の要件を満たしていれば、申請により不動産
取得税の額が軽減されます。

　◆　減免の対象となる方
　　　不動産を取得した直後に災害によりその不動産が滅失等の被害を受けた方

　◆　税額の軽減割合
　　　【家　屋】　
　　　　家屋の損害の程度に応じて、税額の40％から100％軽減されます。
　　　※　市町村が発行する罹災証明書において「一部損壊」の判定を受けている家屋は対象となりません。
　　　【土　地】　
　　　　被害面積に応じて、税額の40％から100％軽減されます。
　　　※ 　被害面積とは、土砂崩れで埋没したり、地盤沈下で海水に浸り、土地として使用できなくなった部分の面

積です。
　◆　申請手続
　 　　○申請期限は、納税通知書に記載されている納期限までとなります。
　　　○申請には、「不動産取得税減免申請書」、「罹災証明書」などが必要となります。
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  自動車税・自動車取得税  
 ＜地震・津波により被災した自動車＞　
 地震又は津波により被災した自動車の代替自動車取得についての非課税措置 
　 　被災した自動車の代わりの自動車（以下、「代替自動車」といいます。）を取得した場合、申請により自動車取得
税及び一定期間の自動車税が非課税となります。
　◆　 非課税の要件　
　 　 　震災時に被災自動車の所有者（割賦販売の場合は使用者）であった方が、被災した自動車を永久抹消登録等し
て、平成23年3月11日から平成28年3月31日の間に代替自動車を取得すること。　

　◆　非課税になる税と期間
　 　　自動車取得税・・・・・・・・平成23年3月11日から平成28年3月31日までに取得した自動車・軽自動車
　 　　自動車税・・・・・・・・・・・・平成24年度までに取得した自動車は平成25年度分まで
 平成25年度に取得した自動車は平成25年度及び平成26年度分
 平成26年度に取得した自動車は平成26年度及び平成27年度分
 平成27年度に取得した自動車は平成27年度及び平成28年度分
　◆　申請手続
　 　　○ 申請には、「自動車取得税非課税申請書」、被災自動車として永久抹消登録等されたことが記載された「登録

事項等証明書」などが必要となります。

 ＜原子力災害により被災した自動車＞
 対象区域内自動車に係る自動車税の特例 
　 　東日本大震災における原子力災害により、自動車持出困難区域又は警戒区域内（以下、「対象区域内」といい
ます。）に取り残してきた自動車を用途廃止による永久抹消登録等した場合などは、申告により抹消日に関わら
ず平成23年度以降の自動車税が課されません。

　◆　申請手続
　 　　○申請には、「対象区域内用途廃止等自動車に係る特例に関する申告書」などが必要となります。
 

 対象区域内に放置期間がある自動車に係る自動車税の減免 
　 　東日本大震災における原子力災害により、対象区域内に放置期間があった自動車は、申請によりその期間に対
応する月割分の自動車税の減免を受けることができます。
　◆　申請手続
　 　　○申請期限は、納税通知書に記載されている納期限までとなります。　
　 　　○申請には、「自動車税減免申請書」などが必要となります。
　

 原子力災害により被災した自動車の代替自動車取得についての非課税措置 
　 　対象区域内自動車に係る自動車税の特例に該当する自動車の代わりの自動車（以下、「代替自動車」といいます。）
を取得した場合、申請により自動車取得税及び一定期間の自動車税が非課税（代替自動車取得後に被災自動車が
警戒区域内自動車に係る自動車税の特例に該当することとなった場合は納税義務の免除）となります。
　◆　非課税（納税義務の免除）の要件
　 　 　用途廃止した自動車の平成23年3月11日時点での所有者（割賦販売の場合は使用者）が、用途廃止した
自動車の代替自動車を、平成23年3月11日から平成28年3月31日の間に取得すること。

　◆　非課税になる税と期間
　 　　自動車取得税・・・・・・・・平成23年3月11日から平成28年3月31日までに取得した自動車・軽自動車
　 　　自動車税・・・・・・・・・・・・平成24年度までに取得した自動車は平成25年度分まで
 平成25年度に取得した自動車は平成25年度及び平成26年度分
 平成26年度に取得した自動車は平成26年度及び平成27年度分
 平成27年度に取得した自動車は平成27年度及び平成28年度分
　◆　申請手続
　 　　○ 申請には、「自動車取得税非課税申請書」、被災自動車として永久抹消登録等されたことが記載された「登

録事項等証明書」などが必要となります。
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◆　制度の概要
　 　認定地方公共団体の指定を受けた事業者（指定事業者）が、復興産業集積区域内において、一定の事業用の施設
等（機械・装置、建物・建物附属設備等）を取得して事業に用いた場合、申請により、法人事業税、個人事業税、不
動産取得税などの課税免除を受けることができます。

　　○ふくしま産業復興投資促進特区（製造業：県内59市町村、農林水産業：県内53市町村）
　　○サンシャイン観光推進特区（いわき市）
　　○ふくしま観光復興促進特区（県内51市町村）

復興産業集積区域に係る県税の課税免除

◆　制度の概要
　 　福島復興再生特別措置法の改正（H25.5.10施行）により、企業立地促進区域（新規事業者）及び避難解除区域
等（既存事業者）内において、一定の事業用の施設等（機械・装置、建物・建物附属設備等）を取得して事業に用い
た場合、申請により、法人事業税、個人事業税、不動産取得税などの課税免除を受けることができます。

　　○該当市町村
　　　田村市、南相馬市、川俣町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村の一部
　　　広野町、楢葉町及び川内村の全域

福島復興再生特別措置法に係る県税の課税免除

  軽油引取税  
　 　特別徴収義務者が所有する未課税軽油又は免税軽油使用者等が所有する免税軽油が、東日本大震災などにより、
流出、滅失、汚水等の冠水等により本来の用途に使用できなくなった場合、手続きをすることにより軽油引取税
が減免されます。

　◆　減免すべき税額
　　　（災害その他特別の事情により、使用できなくなった）　　　　と認められる軽油の数量　　　　　　　　　　　　　　×　32.1円

　◆　申請手続
　 　　○申請期限は、納期限までとなります。
　 　　○申請には、「軽油引取税減免申請書」などが必要となります。

  個人住民税  
○「ふるさと納税」について、特例控除額の上限を所得割額の２割（現行１割）に引き上げる。

適用 平成28年度から（平成27年１月１日以後の寄附から）

○ 確定申告不要な給与所得者等が「ふるさと納税」を行う場合に、確定申告を行わず控除を受けられる仕組みを導入
する。

適用 平成27年４月１日以後の寄附から

平成27年度地方税制改正（概要）平成27年度地方税制改正（概要）
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  法人県民税・法人事業税  
○外形標準課税法人に係る法人事業税・地方法人特別税の税率
　 　資本金１億円超の普通法人について、所得割の税率を引き下げるとともに、外形標準課税（付加価値割・資本割）
を拡大する。

現　行
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで
の間に開始する事業年度

平成28年４月１日以後
に開始する事業年度
※標準税率

所　得　割
※軽減税率不適用法人 4.3％ 3.1％ 1.9％

付加価値割 0.48％ 0.72％ 0.96％

資　本　割 0.2％ 0.3％ 0.4％

地方法人特別税 67.4％ 93.5％ 152.6％

○付加価値割における所得拡大促進税制の導入
　　法人税の所得拡大促進税制と同様の要件を満たす法人について、給与の増加額を課税標準から控除する。

適用 平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間に開始する事業年度

○法人事業税の税率改正に伴う負担変動の軽減措置　※資本金１億円超の普通法人
　 　外形標準課税の拡大により負担が増える法人のうち、付加価値額が一定以下の法人について、２年間に限り負
担増加額の原則２分の１を税額から控除する。

適用 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に開始する事業年度

○ 法人事業税資本割の課税標準及び法人県民税均等割の税率区分の基準について、資本金等の額が資本金と資本準
備金の合計額を下回る場合、資本金と資本準備金の合計額とする。

適用 平成27年４月１日以後に開始する事業年度

  不動産取得税  
○ 住宅及び土地の取得に係る標準税率（本則４％）を３％とする特例措置並びに宅地評価土地の取得に係る課税標準
を価格の２分の１とする特例措置について、平成30年３月31日まで３年延長する。

適用 平成27年４月１日から平成30年３月31日までの間に取得した場合

○ 宅地建物取引業者が取得した中古住宅について、一定の増改築等を行った上、取得の日から２年以内に耐震基準適合要件
を満たすものとして個人に販売し、自己の居住の用に供された場合には、当該中古住宅の取得に係る不動産取得税から一
定額を減額する措置を２年間に限り講ずる。

適用 平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に取得した場合

  自動車取得税  
　エコカー減税について、対象車の燃費基準を引き上げるとともに、従前のエコカー減税対象車の一部について、軽
減割合を引き下げた上で２年延長する。

適用 平成27・28年度に取得される自動車

  地方消費税  
　消費税率10％（国7.8％、地方2.2％）への引き上げ時期を平成27年10月１日から平成29年４月１日に変更する。

 地方たばこ税 
　旧３級品※の製造たばこに係る特例税率を廃止し、税率（1,000本につき）を次のとおり段階的に引き上げる。
※わかば、エコー、しんせい、ゴールデンバット、ウルマ及びバイオレット

Ｈ28.４.１ Ｈ29.４.１ Ｈ30.４.１ Ｈ31.４.１
地　方　計 ３,406円 ３,906円 ４,656円 ６,122円

道　府　県 481円 551円 656円 860円
市　町　村 ２,925円 ３,355円 ４,000円 ５,262円

適用 平成28年度以後
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発行　福島県総務部税務課　〒960-8670　福島市杉妻町2-16
　　　　　　　（県税のホームページ）

税金については、お気軽にお問い合わせください。

 ◆県税についてのお問い合わせ

 ◆市町村税についてのお問い合わせ /市役所又は町村役場へ（住民税、固定資産税、軽自動車税、事業所税など）

 ◆国税についてのお問い合わせ /税務署へ（所得税、法人税、消費税など）

・ 国税に関するご相談は「電話相談センター」をご利用ください。最寄りの税務署にお電話していただき、音
声案内にしたがって「1」番を選択すると、「電話相談センター」につながります。
・ また、税について知りたいとき、いつでも手軽に税情報が入手できる「国税庁ホームページ
　（http://www.nta.go.jp/）」をご利用ください。

名　称 所　在　地 電 話 番 号 担 当 区 域 等

県北地方振興局県税部 〒960-8043
福島市中町1-19　中町ビル6階 024-523-4789 福島市、二本松市、伊達市、本宮市、

伊達郡、安達郡

県中地方振興局県税部 〒963-8540
郡山市麓山1-1-1 024-935-1235 郡山市、須賀川市、田村市、

岩瀬郡、石川郡、田村郡

県南地方振興局県税部 〒961-0971
白河市昭和町269 0248-23-1512 白河市、東白川郡、西白河郡

会津地方振興局県税部 〒965-8501
会津若松市追手町7-5 0242-29-5235 会津若松市、喜多方市、耶麻郡、

河沼郡、大沼郡

南会津地方振興局県税部 〒967-0004 南会津郡南会津町
田島字根小屋甲4277-1 0241-62-5212 南会津郡

相双地方振興局県税部 〒975-0031
南相馬市原町区錦町1-30 0244-26-1123 相馬市、南相馬市、双葉郡、相馬郡

いわき地方振興局県税部 〒970-8026
いわき市平字梅本15 0246-24-6024 いわき市

県庁税　　務　　課
　　税務システム課

〒960-8670
福島市杉妻町2-16

024-521-7067
024-521-7728

県税制、県税の賦課徴収
税務電算システム

名　称 所　在　地 電 話 番 号 担 当 区 域 等

福 島 税 務 署 〒960-8620
福島市森合町16-6 024-534-3121 福島市、伊達市、伊達郡

会 津 若 松 税 務 署 〒965-8686
会津若松市城前1-82 0242-27-4311 会津若松市、耶麻郡のうち猪苗代町、

磐梯町、河沼郡、大沼郡

郡 山 税 務 署 〒963-8655
郡山市堂前町20-11 024-932-2041 郡山市、田村市、田村郡

い わ き 税 務 署 〒970-8611
いわき市平字菱川町6-3 0246-23-2141 いわき市

白 河 税 務 署 〒961-8611
白河市中田5-1 0248-22-7111 白河市、東白川郡、西白河郡

須 賀 川 税 務 署 〒962-0844
須賀川市東町135-1 0248-75-2194 須賀川市、岩瀬郡、石川郡

喜 多 方 税 務 署 〒966-0893
喜多方市字花園38 0241-24-5050 喜多方市、

耶麻郡のうち西会津町、北塩原村

相 馬 税 務 署 〒976-8602
相馬市中村字曲田92-2 0244-36-3111 相馬市、南相馬市、双葉郡、相馬郡

二 本 松 税 務 署 〒964-0911
二本松市亀谷1-29 0243-22-1192 二本松市、本宮市、安達郡

田 島 税 務 署 〒967-0004 南会津郡南会津町
田島字寺前甲2939-2 0241-62-1230 南会津郡

福島県　県税のページ 検　索検　索


